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概要
例年のとおり日本航空宇宙工業会は、日本
及び世界の航空宇宙工業をまとめ、2冊の書

籍を発行した。本稿は「日本の航空宇宙工業」、
「世界の航空宇宙工業」に記載した、‘22-23年
の航空宇宙産業を概観する。

2022年の「世界の航空宇宙工業」の概況に
ついて
‘22年、世界の航空宇宙工業はCOVID-19の
影響からほぼ離脱した。右図にあるように、
主要国の航空宇宙工業の売上は回復してい
る。特に旅客機受注は新型コロナ禍（以下、
コロナ禍）による急激な減少の反動で急回復
した。しかしながら、生産や整備の現場にお
いてコロナ禍で離職が増え、その混乱が部品
の供給網に不調をおこし、復職や生産回復が
進まない人手不足、航空宇宙業界離れがみら
れる。その結果、需要回復のペースに供給が
追い付けない。
世界で主要な米、英、仏、独、加の5カ国
の航空宇宙産業の売上高合計は、米ドル換算
ベースで‘22年に4,034億ドルと‘19年4,608
億ドルから12%減少しており、コロナ禍から
の回復に力強さは見られない。しかしながら、
ボーイング社を除いて企業収益はコロナ禍前
の水準に戻っている。
民間航空旅客輸送量は、多くの場所で‘23
年後半にコロナ禍前に復帰した。現在は、コ
ロナ禍で老朽機材の退役させた後に旅客機数
が不足し、さらに新型機の納入が遅れている
上に、運航要員や空港業務の容量不足が供給
障害を引き起こし、機体の稼働率を一時的に
上げているが運航数の伸び悩みにつながって
いる。航空会社は旅客機数の不足を踏まえ、
製造会社に対する大型注文が相次いでいる。

令和6年度の「日本の航空宇宙工業」
「世界の航空宇宙工業」を発行

各国の航空宇宙工業 売上高（億米ドル）2022

主要国の航空宇宙工業売上げ（百万米＄）
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一方で納入機数は回復途上であって、受注残
数が急激に増えてしまっている。
軍用機については、‘22年のロシアによる
ウクライナへの侵攻を受けて、旧ソ連機の退
役の加速、国際情勢の変化を受けた軍備の近
代化や拡張、各国国防予算の大幅増加を反映
し、企業の操業度が上がっている。しかし生
産量を急速に増加させることは出来ず、納品
に時間遅れが出ているため売上高や利益率に
対する変化はまだ小さい。
宇宙については、‘23年に過去最高の人工
衛星打上げ数を3年連続で更新した。世界合
計で212回の打上げで、右図にあるように過
去最高数の衛星2,816機を軌道に投入した。こ
れらの特徴として群での運用を構成する衛星
（以下、コンステレーション衛星）の打上げ、
中国製の衛星の打上げの二点が挙げられる。
近年、各国で新興企業が相次いで小型衛星
の打上げ用にロケットを市場投入している。
新型の小型ロケット成功率は以前と変わらず
新興企業であっても決して低いわけではない
が、導入初期における打上げ失敗を考慮すれ
ば、市場が安定するには少し期間が必要と予
測される。政府の宇宙機関からスタートアッ
プまで新ロケットの導入予定は今後も目白押
しであるが、予定よりやや遅れ気味で、徐々
に世代交代が進むと考えられる。商業ベース
の衛星はStarlink、OneWebなどのコンステレー
ション衛星以外では数の増加が見られず、ま
た大型で高価な商業衛星の打上げ数が確実に
縮小している。これは政府や軍事向けの衛星
でも大型から中小型の衛星に移行する同様の
傾向がある。打上げ衛星数が急増する一方、
軌道上で寿命を終える、あるいは故障する衛
星の数及び発生確率は従来以上に増えてお
り、衛星の粗製乱造傾向がある。Starlinkシス
テムは必要な可用性を発揮しているが、故障
発生率は近年の衛星としては非常に高く、類 軌道投入された人工衛星数 2023年

軌道投入に成功した衛星数、2023年
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を見ない数の衛星が機能を停止している。さ
らに宇宙での活動を把握・監視するSSA（Space 
Situational Awareness）、SDA（Space Domain 
Awareness）に関連する軌道上実験や衛星、軌
道上サービス衛星など従来はほとんど見られ
なかった衛星の活動が増えてきている。また
新技術の導入で衛星の能力向上、寿命が長く、
質量及び容積は減少傾向にある。また、人工
衛星の打上げ数が世界合計で5倍に急増して
も、米衛星産業協会の報告によれば、世界の
宇宙工業界での売上高合計は増加せず横這い
とのことである。

航空機での新しい動きである無人軍用機
（UAV）あるいは空飛ぶクルマやドローンを
利用する新しい交通システム構築について
は、世界中で研究開発及びシステム化が精力
的に進められ実機の開発試験及び飛行試験が
進み、社会実装試験も一部では始まっている。
また航空宇宙における温暖効果ガスの排出は
全体の重量2%以下の排出と、比率そのものは
小さいが、脱炭素技術として、持続可能な代
替燃料（SAF）、蓄電池駆動の航空機、水素燃
料の航空機等の研究開発が本格化し、飛行試
験も始まり、型式証明の認証も視野に入った
プロジェクトも見られるようになった。

令和5年の「日本の航空宇宙工業」の概況に
ついて
日本の航空宇宙工業は、世界の動きと違っ
た様相を示している。航空宇宙工業の生産額
（速報値）は令和4年度に1兆8,067億円（防衛
航空機4,511億円、民間航空機9,576億円、宇
宙3,980億円）と、過去最高の令和元年度2兆
1,974億円（防衛航空機5,092億円、民間航空
機1兆3,597億円、宇宙3,285億円）の約2割減
に留まって回復は進まない。その原因も民間
機生産額が3割減と縮小、特に民間機体の部

品製造が半減したままで、防衛と宇宙は生産
額を維持している。また令和4年度は機体関
連の生産額6,126億円に対し、エンジン関連が
6,899億円と史上初めて機体を上回る生産を上
げた。国際共同生産での民需機体関連の生産
回復が見られないことに対して、エンジン関
連の生産はほぼコロナ禍前に回復済みである
好対照を見せた。全体として新造は回復が鈍
く、修理分野は既に回復したと言える。
しかし、令和4年12月に公表された安保3文
書で防衛・宇宙の機能・予算を大きく拡張す
ることが示された。防衛予算総額も従来の
GDP 1%以下からNATO加盟国並みに2%へ大
幅に増加させると示され、令和6年度の防衛
予算は激増した。日英伊の3か国の共同首脳
声明（令和4年）として、次世代戦闘機を共
同開発する「グローバル戦闘航空プログラム
（Global Combat Air Programme）」の具体化・
開発や製造の進捗に沿って、産業の規模拡大
及び海外進出が今後は期待される。さらに偵
察用や攻撃用の無人機導入、戦闘様相の変化
に応じる近代化・基盤強化が示されており、
防衛航空機の需要拡大が将来的にはさらに期
待される。具体的には令和5年度契約額は正
面装備費で3兆4,804億円と、令和4年度の約4
倍（下図参照）に急増した。航空機の令和5
年度契約総額も6,169億円と令和4年の約2.5
倍、令和6年度も7,919億円と高水準である。
民間機の生産では日本での生産額寄与の大
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きいボーイング787納入の回復遅れ、777X型
式証明の取得遅れが主な要因となっており、
生産額低下にコロナ禍の影響はかなり小さ
い。大型で長距離の路線を受け持つ旅客の需
要も中国発着路線を除いてほぼ回復し、長距
離路線の需要は回復して、コロナ禍で大型老
朽機の退役を航空会社は集中的に進めたもの
の、一部を復帰させ、残存機の稼働率も上げ
て新造機の納入遅れを一時的に凌いでいる状
況にある。航空会社は高効率の新型機の早期
納入を切望しているが、生産回復がままなら

ずに輸送の供給力不足が発生している。加え
て輸送の供給不足は整備や地上・機上の要員
不足により運航機数を増やせないという事情
も相まっている。
令和5年度補正と令和6年度予算の宇宙関連
予算合計は8,945億円となっており、下図のよ
うに数年前の3倍、ロシアの宇宙機関Roscosmos
予算31億ドルの約2倍と政府は投下資金を増加
させており、国内宇宙産業規模の拡大も今後
は期待できる。また、技術力や産業基盤を支
援する「宇宙戦略基金」が10年間で1兆円規

FMSによる調達は含んでいない。
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模の額をもって創設された。
日本の宇宙工業の生産額は令和3年で2,069
億円と航空機の1割程度、売上高も3千億円程
度であって、ここ30年間変化はない。宇宙予
算の増加が売上高に反映されるにはもう少し
時間が必要である。New Spaceやスタートアッ
プも現在は事業の初期で研究開発及び設備投
資フェーズであり、話題性は豊富であるもの
の売上額や利益ともに小さい。（更に宇宙の
スタートアップ企業は売上や利益の開示義務
がない場合が殆どで、New Space全体の経済
規模は不明、統計数字では動向が捕捉できな
い。）

以上が令和6年度版の日本の航空宇宙工業、
世界の航空宇宙工業に記載した変化の概要で

ある。出版書籍には日本の航空機・宇宙機工
業の概観を示し、近年の開発・生産の動向・
状況、技術の推移を記載している。併せて昨
年示された「宇宙安全保障戦略」の策定や防
衛予算・宇宙予算の急増も、数年後には産業
界に影響を大きく与えると期待される。
また世界の航空宇宙工業では機体やシステ
ム別、地域や国あるいは企業毎に、変化や最
新統計値及び公式発表値を記載している。中
国、インドの活発な宇宙活動の詳細及びロシ
アの航空機開発の動きなどに加えて、スター
トアップ企業の活発な航空機・宇宙機の開発
事情についても記載している。
本書は弊会で販売していますので、ご希望
の方は、是非お問い合わせください。

（一社）日本航空宇宙工業会　技術部　前部長　櫻井　浩己
技術部　部長　　山本　政彦


